
外務委員会 H20.11.12
武正公一提出資料

:最近の海賊及び船舶に対する武装強盗事件等の発生状況

(注)数字は、 上段 :全船舶の件数(国際海事機関の資料による。)
, (下段):日本関係船舶(日本籍の外航rnt舶及び日本の船社の運航する外国船舶)

の件数(国土交通省の鯛査による。)
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平成 20年 11月 10日

海 上 保 安 庁

海上保安庁の東南アジアにおける海賊対策の概要

海上保安庁では、次のとおり、東南アジアにおける海賊対策を実施してきている。

1.東 南アジア沿岸諸国の海上法執行能力向上のための人材育成支援

・JICAス キームによる専門家の派遣、研修の実施 等

2.巡 視船派遣

・東南アジア沿岸諸国の海上法執行機関との「海賊対策連携訓練」等の実施

・往路復路の公海上における日本関係船舶との「官民連携海賊対策訓練」の実施

・海賊事案が発生した場合の巡視船等の派遣

3.海 賊事件に係る情報収集・提供体制
口「アジア海賊対策地域協力協定(ReCAAP協 定)」に基づき設置された情報共有セ

ンター(シンガポール)への職員の派遣
ロホームページを通じた海賊情報の提供 等

【参考】

平成11年 10月    「アロンドラロレインボー号事件」発生

平成11年 11月    「ASEAN+1首 脳会議」(フィリピン)での小渕首相(当時)に

よる「海賊対策国際会議」開催に係る提案

平成12年 4月     「海賊対策国際会議」の開催 (東京)

平成12年 11月     海賊対策のための東南アジアヘの巡視船派遣等海賊対策

の本格的開始

平成13年 11月    「ASEAN+3首 脳会議」(ブルネイ)での小泉首相(当時)に

よる地域協力促進のための法的枠組み作成に係る提案

平成16年 3月     日本籍タグ「草駄天号事件」発生

平成18年 9月     「ReCAAP協 定」発効

平成18年 11月    「ReCAAP協 定」に基づく「情報共有センター」の設立

平成20年 4月     日本籍タンカー「高山号事件」発生
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